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予 算 の 概 要 
 

１．予 算 規 模 

 ・一般会計  １１９億１,０００万円 （対前年度比 ▲３.４％） 

 ・特別会計  １３７億７,１６９万円 （対前年度比 ＋８.２％） 

 ・全 会 計  ２５６億８,１６９万円 （対前年度比 ＋２.５％） 

 

   ＜最近５ヵ年の本市一般会計当初予算の対前年度伸び率＞ 

    

平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

▲１６.９％ ３.８％ ▲７.９％ ▲３.４％ ▲３.４％

▲０.４％ ▲３.９％  
    ※下段は平成１６年度減税補てん債借換を除く実質的な伸び率 

 （参考） 

・地方財政計画の規模      ８３.１兆円（対前年度比 ▲０.０％） 

・国の一般会計予算（政府案）  ８２.９兆円（対前年度比 ＋４.０％） 

 

 

２．一 般 会 計 

◎歳 入 

 （１）自主財源   ５９億５,０４５万円 （対前年度比 ▲２.０％） 

   ・市  税       ３９億９,７０６万円 

税源移譲、税制改正による個人市民税の増等の影響により、９.１％の増 

   ・分担金及び負担金    ２億１,９８９万円 

保育料の軽減などにより、１２.２％の減 

   ・諸 収 入       １３億２,２６４万円 

各種制度融資預託金の減などにより、１９.８％の減 

・繰 入 金          ２,２１３万円 

基金繰入金の減により、８１.７％の減 

 

 （２）依存財源   ５９億５,９５５万円 （対前年度比 ▲４.８％） 

   ・地方譲与税       ４億４,６９０万円 

税制改正に伴う所得譲与税の廃止等により、６３.９％の減 

   ・地方特例交付金       ３,４００万円 

      税制改正に伴う減税補てん特例交付金の廃止等により、４２.４％の減 

・地方交付税      ２９億１,０００万円 

地方財政計画による地方交付税総額の減等により、１.７％の減 

   ・国庫支出金      １１億２,４０９万円 

児童手当制度改正、余子公園整備、誠道小学校冷暖房設備整備などにより、９.５％の増 

・市  債        ４億３,７００万円 

樋ノ上川線の完成、臨時財政対策債の減などにより、１８.４％の減 
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◎歳 出 

 （１）義務的経費  ６２億５,８８５万円 （対前年比 ＋８.０％） 

   ・人 件 費       ２２億２,９６６万円 

議員報酬及び職員給の減、退職者数の増などにより、ほぼ横ばいで０.８％の減 

   ・扶 助 費       ２２億  ２８０万円 

障害者自立支援制度による介護給付費等の増、児童手当の制度改正に伴う増、夕日ヶ丘保育園

の認可などにより、５.５％の増 

・公 債 費       １８億２,６３９万円 

      土地区画整理特別会計（保留地事業分を除く）から公債費を一般会計に移管したことや、西部

地震関連の償還がピークとなったことなどにより、２５.０％の増 

 

 （２）投資的経費   ５億９,４４２万円 （対前年比 ＋４.１％） 

   ・補助事業        １億３,６５４万円 

誠道小学校冷暖房設備改修、余子公園整備の継続実施などにより、３３.２％の増 

   ・単独事業        ４億５,５２９万円 

中浜港斜路、陸上競技場などの改修を実施するが、樋ノ上川線改良の完了などにより、 

２.８％の減 

 

 （３）その他の経費  ５０億５,９３６万円 （対前年比 ▲１５.２％） 

・物 件 費       １３億９,９６６万円 

小・中学校耐震診断などを実施するが、小中学校ＩＴ化推進事業の減などにより、３.４％の減 

・補助費等       １０億９,０６３万円 

後期高齢者医療広域連合負担金の皆増、清掃費にかかる西部広域管理組合負担金の増、消防費

にかかる西部広域管理組合負担金の減などにより、１.５％の増 

   ・維持補修費         ６,３３６万円 

      中学校施設整備費、公園維持管理費の減などにより、１０.２％の減 

・出資金及び貸付金   １１億３,４９１万円 

各種制度融資預託金の減により、２２.６％の減 

   ・繰 出 金       １３億５,４９３万円 

土地区画整理費特別会計繰出金の皆減、下水道事業費特別会計繰出金の減などにより、 

２７.９％の減 
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３．特 別 会 計 

 ○国民健康保険費 

  ３６億７,８３９万円 （対前年度比 ＋１１.６％） 

   療養給付費については、一人当たりの給付費の増加、高額療養費の増加を考慮して計上 

  また、保険財政共同安定化事業拠出金を新規に計上 

 

 ○駐 車 場 費 

 １,７４７万円 （対前年度比 ＋１８４.０％） 

   従来の日ノ出駐車場のほか、駅前、大正町、松ヶ枝駐車場を追加し計４カ所の管理運営経費を計上 

観光客の増による普通駐車の増加と定期駐車の増加を勘案し計上 

 

 ○下水道事業費 

 ２１億  ８５０万円 （対前年度比 ＋３.８％） 

   入船町・東雲町・東本町・上道町・三軒屋町の汚水枝線工事費、境港１号汚水幹線の築造工事費、大

正川雨水幹線の改修工事費、処理場改築事業費及び処理場等維持管理費のほか、公債費などを計上 

   平成１９年度末の普及率は、４５．４％となる見込 

 

 ○高齢者住宅整備資金貸付事業費 

 １,５１０万円 （対前年度比 １.１％の増） 

   新規貸付枠５件の貸付金及び公債費などを計上 

 

 ○老 人 保 健 費 

 ３７億１,０４３万円 （対前年度比 ＋０.６％） 

   制度改正により対象年齢が引上げられていたが、１０月から新規に対象者が加わること、及び、一人

当たりの診療費の増加などを勘案し計上 

 

 ○介 護 保 険 費 

 ２２億６,６６８万円 （対前年度比 ＋０.８％） 

   保険給付費については、実績に基づき居宅介護サービス費等を増加し、地域支援事業費については、

地域包括支援センターの運営委託料の見直しなどを行ない計上 

 

 ○土地区画整理費 

 １９億３,５２３万円 （対前年度比  皆増 ） 

   深田川及び境港新都市土地区画整理費を統合し、販売促進に要する経費及び公債費を計上 

 また、土地開発公社支援策として貸付金を計上 

 

 ○市 場 事 業 費 

 ３,９９０万円 （対前年度比  皆増 ） 

   市場関係者詰所事業費及び汚水処理施設整備費を統合し、維持管理費及び公債費を計上 

 


